


























自動車の開発、 製造、 売買等を業とするＡ自動車株式 （以
下「Ａ」という。 ）で主に商品企画業務 従事していた被告人
は、Ｂ自動車株式会社（以下「Ｂ」という。 ）への就職が決まり、平成二五年七月三一日付けでＡを退職することとなっており、Ｂにおいては、海外で車両の開発及び企画等の業務を行うことが予定されていた。被告人は、Ａから、ノート型パーソナルコンピュータ（以下「会社パソコン」という。 ）を貸与され、これを持ち出して社外から社内ネットワークに接続すること許可を受けていたが 他方、Ａにおいて、私物の外部記録媒体を業務で使用した 社内ネットワークに接続したりするこ 、会社の情報 私物のパーソナルコンピュ タや外部記録媒体に保存することは禁止されていた。また 被告人は、Ａが秘密として管理しているＡの自動車の商品企画に関する情報などであって公然と知られていないも を、Ａのサーバーコンピュータに保存されたそれらの情報にアクセスするための識別符号であ
判例研究
340岡　法（69―４）






競法平成二一年改正の趣旨及び目的を踏まえると、 「高い経済的価値を有する重要な営業秘密を不 競争防止法二一条一項三号という極めて当罰性の高い態様 領得した場合 、正当な目的がなく専ら自己又は第三者の何らかの利益を図るためであるときには、その利益の内容が明確かつ具体的な意欲ではなく、また非財産的なものであったとしても、同法二一条一項三号 おける『不正の利益を得る目的』に該当するというべきであ 」と述べ 。さらに 被告人から 、第一審判決が「認定した『転職先等で直接的又は間接的に営業秘密を参考にしよ としたなど』の内容以上に具体性のある明確 つ積極的 意欲が必要であるとの主張」 について 「営業秘密侵害罪 目的要件が平成二一年改正で改められ 趣旨、 目的に照らすならば、 『不正の利益を得る目的 は、営業秘密保有者のためにするなど
るＩＤ及びパスワードを付与されて、 示されていた者であった。　
被告人は、⑴平成二五年七月一六日、自宅において、不正の



















遂行した事実はな 上、会社パソコンの社外利用等の許可を受け、現に同月一六日にも自宅に会社パソコンを持ち帰っていた被告人が、Ａの業務遂行のためにあえて会社パソコンから私物のハードディスクや私物パソコン ……⑴の各データファイルを複製する必要性も合理性も見 だせないこと等からすれ
ば、……⑴の複製の作成は、Ａの業務遂行以外の目的によるものと認められる。　
また、……⑵の複製の作成については、最終出社日の翌日に
被告人がＡの業務を遂行する必要がなかったことは明らかであるから、Ａ 業務遂行以外の目的によるものと認められる。なお、四フォルダの中に『宴会写真』フォルダ在中 写真等、所論がいう記念写真となり得る画像データが含まれているものの、その数は全体の中ではごく一部で、自動車の商品企画等に関するデータファイルの数が相当多数を占め 上、被告人は二日前の同月二五日にも同じ四フォルダの複製を試みるなど、四フォルダ全体の複製にこだわり、記念写真となり得る画像データを選別しようとして ないことに照らし ⑵成が記念写真の回収 みを目的としたも みることはできない。 」　
「以上のとおり、被告人は、勤務先を退職し同業他社へ転職






























項三号の罪の成否が争われた。同罪は、営業秘密を保有者から示された者が、不正の利益を得る目的で、又はその保有者に損害を加える目的で、その営業秘密の管理に係る任務に背き、当該営業秘密を領得するという、横領ないし背任型の 侵害行為である。二一条一項三号には領得行為 類型としてイ乃至ハが挙げられており、本件被告人の行為は、これら うちロの「営業秘密記録媒体等の記載若しくは記録につ て、又 営業秘密が化体された物件について、その複製を作成す 」行為に該当し得る。　
営業秘密については不競法二条六項が、 「秘密として管理され
ている生産方法、販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって、公然と知られていないも 」と定義している。このことから、企 等が保持する情報が営業秘密として不競法により保護されるためには、①秘密として管理されていること（秘密管理性） 、②事 活動に有用な技術上又は営業上の情報であること（有用性） 、及び③公然と知られて ないこと（非公知性）を充たしていなければならない。
二四
343 不正競争防止法（平成27年法律第54号による改正前のもの）21条１項３号にいう「不正の利益を得る目的」があるとされた事例






































































イルを領得したのは最終出社日の一〇日前であること、②「各データファイルを領得するについて、被告人に、Ａの業務のために必要であったなどといった事情がない限り、被告人にはこれらの情報を転職先等で直接的又は間接的に参考 して活用しようとしたなどとい 不正の利益を得る目的のあったことが推認さ る」ことから、 「 」を認めた。また、⑵の複製作成については、①被告人が各データファイルを領得したのは最終出社日の翌日であるこ 、②被告人には既にＡの職務を行う必要はなかったことは明らかであり、そ 他正当な理由も想定されないことから、 「被告人に 、 転職先等Ａの営業秘密を直接的又は間接的に参考にして活用しようとしたなどといった不正の利益を得 目的があったことが推認され









営業秘密侵害罪が営業秘密の財産的価 のみを保護するも と解するの れば、背任罪について刑法二四七条にいう「利益」を財産的利益に限 する見解と同様に、 益侵害結果の裏返しとして、行為者にそのような財産的利益を得る目的が必要あると主張することも考えられ 。しかし、営業秘密の保有者に何ら財産的損害が生じていない場合でも、公正な競争秩序害される虞は存 得 のであるか 営業秘密侵害罪の主たる保護法益を公正な競争秩序と解しつつ、このような場合 同罪の成立を否定するこ は整合しないのではないだろうか。　
これに対して、営業秘密侵害罪における図利加害目的には、





ータファイルを用いてＡの業務を遂行した事実はない上、Ａの業務遂行のためにあえて会社パソコンから私物のハードディスクや私物パソコンに各データファイル 複製する必要性も合理性も見いだせないこと、⑵の複製作成につい は、最終出社日の翌日に被告人がＡ 業務を遂行す 必要がなかったことは明らかであることをそれぞれ理由として、これらの複製の作成はいずれもＡの業務遂行以外の目的 よるも であると認定した。これに対して、 は、⑴の複製の作成は業務関係データの整理を目的としたものであった旨主張する。確かに、被告人が実際に複製した各データファイルを用いてそ ような業務を遂行した事実はないが、このことが直ちに、被告人が複製作成時にＡの業務を遂行する目的を有してい かったこ を示すわけではない。しかし、被告人がＡ 業務を するので れば会社パソコンを使用すれば済むことであり、 えて会社パソコンから私物のハードディスクや私物パソコンに各データファイルを複製する必要性も合理性もないと指摘されている。　
また、本決定は、⑵の複製の作成は記念写真の回収を目的と
したものであったとの被告人の主張につ て、記念写真となり得る画像データの数は全体の中ではごく一部で、自動車の商品企画等に関するデータファイル 数が相当多数を占め 上 被告人は行為の二日前にも同じ四フォルダ 複製を試みるなど、
る」とした。　
ここではいずれの行為についても、被告人が各データファイ










していたのかが不明であるものの、被告人には少なくとも営業秘密保有者であるＡのためにそれ を利用す 目的が認 れず、その他の正当な理由も認められないことから、その裏返しとして「不正の利益を得る目的」が肯定されたも と解される。　
原判決は第一審の判断を是認しているが、 「高い経済的価値を





































































































害目的」久留米大学法学七四号（二〇一六年）三九頁以下 「不正の利益を得る目的又はその保有者に損害を加え 目的」を図利加害目的と称していたが、同・前掲注 （２） 三頁では上述の佐久間・前掲注 （








本決定の評釈等として、 谷井悟司 「不正競争防止法 （平成二七

















































帖佐・前掲注 （２） 五頁は、第一審 決及び原判決の評釈にお



































しようとしているのは「企業等が営業秘密を保持することで得られる競争上の利益」 が （一原・前掲注 （
（0） 四八六




論集六八巻一二号（二〇一五年）五八頁及び六三頁。このように理解するならば、とりわけ加害目的に関 て故意とそれとを区別することが可能となり 例えば営業秘密を領得することにつき事実の認識が認められても、内部告発や公益通報の目的が認められる場合には、加害目的 否定されて、営業秘密侵害罪は成立しない。なお、論者は、一原・前掲注 （
（0） 四八三頁につ
いて営業秘密侵害罪の図利加害目的の要件を背任罪と同様に理解するものであり「支持すること できない」 する（七九頁注一四二） 。しかし、同所の記述は、営業秘密侵害罪の図利加害目的の要件を背任罪と同様 仮定した上でのものであり、拙稿の主旨は「不正の競争 目的」という要件が図 加害目的へと変更されたことへの批判にあ のであって、図利加害目的の内容について態度決定を示したも ではな 。帖佐・
三〇
